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1. 産業医制度等に係る省令改正について 

 産業医制度の在り方に関する検討会（平成 28 年 12 月公表）の報告

書に基づき、安全衛生規則等について、下記の改正を行う。 

 2017 年 3 月 29 日交付、2017 年 6 月 1 日施行 

条 文 項 目 現 行 改正後 

労働安全

衛生規則 

第 15 条 

関係 

産業医の定

期巡視の頻

度 

産業医は、少なくとも

毎月 1 回作業場等

を巡視し、労働者の

健康障害防止のため

に必要な措置を講ず

る 

下記の要件を満たす場

合、産業医による作業場

等の巡視の頻度を少なく

とも 2 月に 1 回とすること

ができる 

①事業者から毎月 1 回

以上産業医に所定の情

報（衛生管理者が週 1

回以上行う作業場等の

巡視結果・衛生委員会

等の調査審議を経たも

の）が提供されている 

②事業者の同意がある 

労働安全

衛生規則 

第 51 条

の 2 ほか

8 省令 8

条文関係 

健康診断の

結果に基づ

く医師等から

の意見聴取

に必要となる

情報の提供 

事業者は、健康診断

の結果、異常の所見

があると診断された労

働者の健康保持に必

要な措置について、医

師から意見を聴取す

る 

事業者は各種健康診断

の有所見者について、医

師等が就業上の措置等

に関する意見聴取を行う

上で必要となる労働者の

業務に関する情報につい

て、医師等から求められた

ときは、これを提供しなけ

ればならない 

労働安全

衛生規則 

第 52 条

の 2 関係 

長時間労働

者に関する

情報の産業

医への提供 

事業者は、休憩時間

を除き 1 週間当たり

40 時間を超えて労働

させた時間が、1 月当

たり 100 時間を超え

る労働者について、労

働者からの申出に基

づいて医師による面談

指導を行う 

事業者は、毎月 1 回以

上、一定の期日を定め

て、休憩時間を除き 1 週

間当たり 40 時間を超え

て労働させた時間の算定

を行ったときは、その超えた

時間が 1 月当たり 100

時間を超えた労働者の氏

名及び当該労働者に係

る超えた時間に関する情

報を産業医に提供しなけ

ればならない 

 

産業医の巡視頻度が 

2 ヶ月に一度でよくな

ります 
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2. 働き方改革実行計画（案） 
 政府は、官邸で働き方改革実現会議を開き、取りまとめるとしていた働き方改革実行計画の政府案を示した。 

主な項目 内  容 

同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善 
ガイドライン(案)※を原則となる考え方として、今後法改正の

立案作業を進める。※東京総合ニュースレターNo.7 参照 

賃金引上げと労働生産性向上 最低賃金の引き上げ、助成制度創設等 

罰則付き時間外労働の上限規制の導入など 

長時間労働の是正 
下記(1)～(4) 

柔軟な働き方がしやすい環境整備 テレワーク、副業・兼業の推進 

女性・若者の人材育成等活躍しやすい環境整備 女性活躍の推進、若者に活躍に向けた支援・環境整備 

病気の治療と仕事の両立 会社の受入意識改革・体制の整備、産業医等機能の強化 

子育て・介護等との仕事の両立、障害者の就労 両立支援策の充実・活用促進、障害者の就労支援 

雇用吸収力、高付加価値産業への転職等支援 転職者の受入企業支援等の指針策定等 

誰にでもチャンスのある教育環境の整備、高齢者の就業支援、外国人材の受け入れ等 

 

（1）時間外労働の上限規制 

 日本経済団体連合会と日本労働組合総連合会は、働き方改革を強力に推し進めるため、罰則付きの上限規

制導入に合意し、実行計画（案）にも盛り込まれた。 

原  則 
週 40 時間を超えて労働可能となる時間外労働時間の限度 

月45時間、かつ、年 360時間とし、罰則を設ける 

特  例 

臨時的な特別の事情がある場合として、労使協定を結ぶ場合 

①年720時間（月平均 60 時間） 

②一時的であっても上回ることのできない上限を月100時間未満※ 

（2～６ヶ月の平均でいずれも 80時間以内※） 

③特例の回数は年６回まで 

※②については休日労働時間も含む 

適用除外 
自動車の運転業務、建設事業、医師、新技術・新商品等の研究開発の業務 

については、現行制度では適用除外となっているが、今後、所要の見直しを行う 
 

（2）勤務間インターバル制度 

前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間に一定時間の休息の確保に努めなければならい旨の努力義務を労働

時間等の設定の改善に関する特別措置法および指針に盛り込む予定。 
 

（3）パワーハラスメント防止対策、メンタルヘルス対策 

 労働者が健康に働ける職場環境整備のため、パワーハラスメント防止を強化し、併せて過労死等防止対策推

進法に基づく大綱において、メンタルヘルス対策等の新たな目標を掲げる。 
 

（4）監督指導の徹底 

 過重労働撲滅のための特別チーム（かとく）による重大案件の捜査などを進めるとともに、違法な長時間労働

等が複数事業場で認められた企業などには、企業本社への立ち入り調査や企業幹部に対する指導を行う。 

 また、36 協定未締結事業場に対する監督指導を徹底するとともに、労働時間の適正な把握のために、使用

者が講ずべき措置を明らかにしたガイドラインに基づき、労働時間の適正な管理を徹底する。 
 

（5）成立・施行 

 現在提出中の労働基準法改正案（中小企業における月 60 時間超の時間外労働に対する割増賃金の見

直し、年次有給休暇の確実な取得、高度プロフェッショナル制度の創設、企画型裁量労働制の見直し等）の早

期成立を図るとともに、実行計画に基づき労働基準法改正案を年内国会へ提出予定。 


